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研究要旨
　平成 28 年 4 月に感染症に関する情報の収集体制の強化を目的とした 「感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法律 （感染症法） の一部を改正する法律」 が完全施行された。この改正
を受け、地方衛生研究所のウイルス検査実施の視点から、法改正の円滑な実施、実施後の状況調査、
その評価と課題検討、課題解決の方向性の提案までを研究目的とした。
　地域性及び設置自治体を考慮して地方衛生研究所を全国から選び、埼玉県内の中核市保健所、国
立感染症研究所感染症疫学センターも加えて、調査検討を行った。
　平成 27 年度は施行前の準備状況も勘案したグループ内での現状調査と協議を行った。特に中核市
の検査を受け入れている県型衛生研究所についての問題や、受け入れている検体の臨床診断名が多
様である状況において、法改正の目的である 「標準化」 に対しどのように対応するのかという課題
をまとめた。
　平成 28 年度は、各自治体における感染症検査状況の法改正による変容を調査した。調査は、10月
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末段階でのインフルエンザ及び 5 類小児科定点把握対象のウイルス性疾患について行った。その結
果、インフルエンザでは、過去 2 年間の同時期と比べ法改正によるとみられる検体数の増加が認め
られた。また、その他の小児科定点把握対象疾患では、その増減は各機関により異なる傾向を示し
たが、対象疾患の流行に一致した検体数の増減が観察された。このことから、制度の改正はインフ
ルエンザ検体数の増加の点で一定の成果があったと考えられた。
　平成 29 年度は平成 28 年度全国調査等で各機関から挙げられた 4 つの課題の協議を行い、自治体側
のウイルス病原体サーベイランスの脆弱性の改善と強靭な機能強化への方策を検討した。その結果、
病原体サーベイランスの対象や方法については、自治体の地域特性を生かして進めていくことの重
要性が確認された。
　 3 年間の研究を通して得られた、今後の取り組むべき具体的な課題を、業務量増大に伴う予算、
人員、人材などの制約を前提とした上で、①法改正主旨の認知度の低さ、②サーベイランス自体の
理解不足、③季節性インフルエンザとそれ以外の疾患の法的取扱いの格差、④地域医療等への連携
や貢献、⑤不明や重大疾患への対応、⑥県型衛生研究所と検査機能に制限のある中核市との連携の
6 つとした。さらに、課題解決のためには、①疫学的・統計学的な調査研究を継続的に実施してい
る研究班からの助力、②衛生研究所による関係者への説明、③ 「地域特性」 の視点での医療との連
携、④中核市と衛生研究所の連携が必要であり、次期見直しに向けての継続的な実態把握と建設的
な工夫が求められると提案した。

A . 研究目的
　平成 28 年 4 月に改正された感染症法が完全施行
され、情報収集体制の強化が図られた。我々は、
地方衛生研究所におけるウイルス性疾患の病原体
サーベイランスについて、改正後の運用状況の変
容を研究グループ内及び全国的に調査し、その結
果を踏まえた具体的な課題と解決の方向性につい
て将来的な提案を行うことを目的とした。

 B . 研究方法
　研究グループは、地方衛生研究所全国協議会感
染症対策部会を中心とした11機関である。 これ
にわが国の感染症サーベイランス （National Epide-

miological Surveillance of Infectious Diseases: 

NESID） 実務を担当している国立感染症研究所感
染症疫学センターの担当者を加えた協議の場を設
定して行った。なお、3 年の研究期間に、参加機
関には一部変更 （28 年度より山形県衛生研究所か
ら東京都健康安全研究センター） があったが、研
究グループで計画を確認、協議していく手法は継
続した。基本的には事前にテーマを協議して、グ
ループ内でのアンケート調査を行い、その内容を
ベースにした討議を一堂に会して行い、検討を行
うスタイルとした。ただし、平成 28 年度は改正後

の全国機関の状況を把握する必要性があるとした
ため、地方衛生研究所全国協議会参画全機関に対
しての状況調査を行った。さらに、当初から制度
上の実施主体とウイルス検査実施機関が異なる中
核市についての課題を検討するため、県域、政令
市、中核市の存在する埼玉県をモデルとして適宜
討議する方法も取った。
　 3 年間の調査は、平成 27 年度は改正前の実態、
予想される課題把握及び計画準備状況の調査を
行った。平成 28 年度は改正後の実態調査として、
要綱、要領の改正点など検査環境を含めた詳細な
状況 （指定定点数、検査機器整備状況、組織人員・
予算、小児科定点把握対象疾患の選択状況、検体
数の変化、作業書等の整備及び管理者の設置状況、
精度管理、情報還元の 7 項目） について 11 機関を
対象とした調査を行い、さらに小児科定点把握対
象疾患の選択状況と検体数の変化について、10月
末までの状況の全国調査を行った。平成 29 年度は
全国調査等から浮かび上がった 4 課題 （①インフ
ルエンザ様疾患、②非流行期のインフルエンザ検
体、③対象外診断名の検体の取り扱い、④インフ
ルエンザ陰性時の検査） についての整理と解決の
方向性を検討した。
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（倫理面への配慮）
　本研究では、個人情報を取り扱わないため、個
人情報保護に関係する問題は生じない。

  C  .  研究結果
　平成 27 年度の新制度導入前の調査検討では、全
体として、法改正への対処は充分とは言えず、中
核市の問題、保健所との関係、提出医療機関の確
保への関与等の共通課題があげられた。
　平成 28 年度の実態調査では、対象とした 11 機関
の状況は様々であったが、全体的に対応は現在進
行形であった。5 類定点把握対象疾患のうち、イ
ンフルエンザ及び小児科定点報告対象疾患の病原
体サーベイランスについて、その変容を全国調査
した。その結果は、インフルエンザについては、
法施行後の各月で検体数が増加しており、流行終
期に当たる 4 月に最も大きな変化が観察された。
この変容は、11 機関を対象とした調査でも、全国
の地方衛生研究所を対象とした調査でも認められ
た。さらに、法改正以前と同様、当該疾患の流行
規模が小児科定点医療機関における病原体サーベ
イランス対象疾患の収集検体数に大きな影響を及
ぼしているところが多かった。
　平成 29 年度の調査検討の結果では各機関で対応
はまちまちであった。共通する課題として、協議
の中で、業務量増大に伴う予算、人員、人材など
の制約を前提とした上で、具体的な課題に①法改
正主旨の認知度の低さ、②サーベイランス自体の
理解不足、③季節性インフルエンザとそれ以外の
疾患の法的取扱いの格差、④地域医療等への連携
や貢献、⑤不明や重大疾患への対応、⑥県型衛生
研究所と検査機能に制限のある中核市との連携が
挙げられた。その解決の方向性として、制度改正
により、環境が急変した埼玉県の取り組みを試行
的モデルとして提示し、①疫学的・統計学的な調
査研究を継続的に実施している研究班からの助
力、②衛生研究所による関係者への説明、③ 「地
域特性」 の視点での医療との連携、④中核市と衛
生研究所の連携が必要と提案した。

 D . 考察
　調査実施時点においては、今回の改正は、イン
フルエンザ検体の収集強化という点で一定の成果

があったものと考えられる。しかし、5 類定点把
握ウイルス疾患のうち、法令上最も明確な位置づ
けがなされたインフルエンザ検体の収集に、法改
正がどのような影響を及ぼしているかについては
現段階においても不明な部分が多く、考慮すべき
問題である。また、法改正前の先行的研究である 

「科学的根拠に基づく病原体サーベイランス手法
の標準化に関する緊急研究」 （研究代表者　調　恒
明山口県環境保健センター所長） の中で 2 点強調
されていることがある。1 点目は感染症サーベイ
ランスへの取り組みにおける自治体間の大きな格
差である。この点については、十分に行えていな
い自治体のボトムアップの必要性が指摘されてい
る。2 点目は 「感染症危機管理のためには、決め
られた検査だけでなく常に最新の技術を取り入
れ、専門的知識による柔軟な検査対応が必要とな
る。地方衛生研究所においては、原因不明の発熱
疾患、急性呼吸器感染症などの類型にとらわれな
い検査能力を培い、健康危機に備えることが重要
である」 と結んでいることである。この 2 点につ
いて、現実的に各地方衛生研究所で強化されたか
については、本研究では結論は見えてないため、
今後も慎重に検討していくべきである。NESID

関連の病原体サーベイランスは、今後各機関が他
の関係部局等の理解を得ながら地方の実情に合わ
せて 「強化」 への取り組みを実施していくことが
望ましいと考える。さらに、病原体サーベイラン
スを法定事業と認定した国の立場を考慮しつつ、
地方衛生研究所は 「地域特性」 を重視してより効
果的な改善が継続的に行われていくための実態把
握と建設的な提案を行うための連携を深める必要
がある。
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